
令和 ５ 年 ３ 月

令和 ５ 年度 令和 １４ 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

２,９７０ 円 ３,１９７ 円

２,９７０ 円 ３,２０１ 円

２,９７０ 円 ３,１７６ 円

＜料金表＞

基本使用料
（１月につき）

５００円

従 量 使 用 料 （ １ ㎥ １ 月 に つ き ）

１㎥～５０㎥

１１０円

５１㎥～２００㎥

１３０円

２０１㎥以上

１５０円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（全部）

播磨高原広域事務組合下水道事業経営戦略

平成　２　年度
（供用開始後３２年）

播磨高原広域事務組合

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

１.８人/ha

１箇所　（播磨高原浄化センター）

無し

処 理 区 数 １処理区　（新都市第一処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

未実施

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和２年度 令和２年度

令和３年度 令和３年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

⑴ 基本使用料と従量使用料を併用
⑵ 従量使用料は累進性を採用
⑶ 使用料は、使用者が排除した汚水の量に応じ算定しています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系と同様

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和元年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施す
る施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和元年度



③ 組　織

事務職員 技術職員 合計

～29歳 0 0 0

30歳～ 0 0 0

40歳～ 1 2 3

50歳～ 3 1 4

60歳～ 0 0 0

合計 4 3 7

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

実績なし

実績なし

 イ　指定管理者制度

施設運転管理業務、検針業務を実施。

民 間 活 用 の 状 況

　
　　　事業の現状や課題、施設の状況を把握する経営指標で構成される「経営比較分析表」から、令和３年度決算の状況を見ると、依然として社会情勢等の影響によ
　　る汚水処理人口の伸び悩み、節水型への移行を原因とする処理水量の伸び悩みにより計画とおりの収益を確保できていない状況にあります。
　　　また、播磨科学公園都市は、環境や水質の保全等を目的として先行的に事業を行っている新都市であるため、施設建設費に多額の費用を要したことが原因とな
　　り、汚水処理原価が高い状態にあります。さらに、施設整備を先行的に行っているが、計画通りの汚水処理人口が定着していないため、施設利用率が低い水準に
　　あります。
　　　今後については、現在の経営を維持し、将来の施設更新への対応も含めた健全経営に取り組んでいきます。

＜職員数・年齢構成について＞　　令和４年４月１日現在

　局長（１名）　所長（１名）　副所長（２名）　管理係（１名）　業務係（２名）

　※上下水道事業所職員としての内訳であり、上水道事業にも同時に携わっています。

実績なし

実績なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　　過去１０年の人口推移については、昼間人口、夜間人口及び処理区域内人口がほぼ横ばい状態にあり、構成市町の将来人口予測についても減少傾向となって
　いることから、この計画期間中においても人口の増加は見込めない状況にあります。

職 員 数

局長 所長 副所長

管理係

業務係

・経営の基本計画に関すること

・文書、公印、例規の管理等に関すること

・資産の取得、管理及び処分に関すること

・工事等の入開札、契約に関すること

・下水道排水設備指定工事店に関すること

・予算、決算及び経理に関すること

・料金その他収入の調定、収納及び滞納整理に関すること 等

・下水道施設の建設改良工事に関すること

・下水道施設の維持管理に関すること

・水質検査に関すること

・排水装置工事の設計審査及び竣工検査に関すること 等

5,711 5,810 5,897 5,928 5,893 5,961 5,799 5,754 5,818 5,738 

1,462 1,480 1,453 1,410 1,403 1,344 1,354 1,292 1,262 1,264 
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（２）

（３）

（４）

（５）

使用料収入の見通し

　　今後の使用料収入について、処理区域内人口及び有収水量の見通しから、使用料収入についても同様に増加を見込めない状況にあります。

施設の見通し

　　当組合が下水を処理している播磨科学公園都市は、兵庫県企業庁が整備を進めている新都市のため、施設整備については先行的に行っています。
　　また、新たな施設整備は予定しておらず、現有施設の改築・更新を計画的に実施していきます。

組織の見通し

　　　現在、全職員が４０歳以上となっており、年齢構成の偏り、技術継承の不安解消が喫緊の課題となっています。
　　　今後については、継続的な事業運営に支障をきたさないよう課題を解決し、効率的な組織運営に取り組んでいきます。

有収水量の予測

　　　過去１０年の有収水量の状況をみると、減少傾向にあります。
　　　今後についても、給水人口の伸び悩み及び節水機器への移行を原因として、有収水量については、増加を見込めない状況にあります。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　　　新都市であるために、現在の処理区域内に必要な施設整備については、整備済みであります。
　　　今後は、下水道事業ストックマネジメント計画に基づき、管渠や処理施設などの更新事業を速やかに実施していきます。

目 標
　　　現在の使用料を維持しながら、健全な経営をするために、他会計補助金、社会資本整備総合交付金、工事負担金の
　　資金の確保を行います。

目 標

　　　　⑴使用料収入の見通し
　　　　　　現行の使用料体系を維持した使用料収入を見込んでいます。
　　　　⑵企業債及び国庫補助金等に関する事項
　　　　　　現行の制度に基づいて設定しています。
　　　　⑶他会計補助金に関する事項
　　　　　　地方公営企業操出金に関する基準により設定しています。

　　　　⑴職員給与費に関する事項
　　　　　現在の職員構成及び給与体系を基に算定しています。
　　　　⑵動力費に関する事項
　　　　　社会情勢などによる原油価格高騰を考慮して算定しています。
　　　　⑶修繕費に関する事項
　　　　　過去の実績を基に算定しています。
　　　　⑷減価償却費に関する事項
　　　　　それぞれの資産に対する耐用年数により、定額法で算定しています。
　　　　⑸その他の経費に関する事項
　　　　　過去の実績を基に算定しています。

　　播磨高原浄化センター改築・更新に関する事項

　　　⑴播磨高原浄化センターの機械・電気設備及びマンホール蓋の計画的な更新を行い、処理機能の維持に努めます。

　　効率的な組織運営や定員管理を継続して取り組むとともに、後年に発生する施設更新に向けて資産の現状を把握し、投資計画や財源確保を検討した上で、
　健全な経営に取り組んでいきます。
　　また、人々の生活や産業活動を支える重要なライフラインとして、安定的かつ継続的なサービスを供給できる事業運営に努めていきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　　費用対効果など精査しながら、導入については検討していきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　
　　　今後、投資・財政計画と実績に乖離が生じている場合は、必要な見直しを行います。
　　　また、策定後において新たな経営手法や財源確保が具体化した場合は、その内容を経営戦略に反映し、
　　社会情勢の変化等に対応するため、概ね５年毎に見直しを行います。

職員給与費に関する事項 　　現体制を基本とするが、技術継承のため、計画的な職員採用を検討していきます。

動力費に関する事項 　　電気契約の方法を検討し、コストの抑制に努めます。

修繕費に関する事項 　　処理機能を維持するために、計画的な点検・調査による適正な修繕に努めます。

委託費に関する事項 　　委託可能な業務を整理・検討し、経費の削減や業務の効率化に努めます。

その他の取組 　　雨天時侵入水の調査などに取り組みます。

薬品費に関する事項 　　処理水量の変動を注視しながら、効率的な薬品の使用を検証し、経費削減に努めます。

　　現段階では、導入予定はありません。

　　現在の使用料の維持に努めます。使用料の見直しに関する事項

　　供用開始から30年余り経った現在、下水道事業の現状は、社会情勢の影響もあり当初計画から
　大幅に乖離しています。
　　将来の施設規模については、今後の課題として検討していきます。

　　民間委託の範囲や、可能性について検討していきます。

　　下水道事業ストックマネジメント計画を策定していますので、計画的な改築・更新を行い、投資の
　平準化を図っていきます。

　　兵庫県生活排水効率化推進協議会の動向を注視しながら検討していきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



　供用開始が平成２年のため、法定耐用年数を超え
た管路資産がなく、管路更新を行っていません。
　しかし、後年に発生する管路更新に向けて資産の
現状を把握し、投資計画や財源確保を検討した上
で、健全な経営に取り組んでいきます。
　なお、長寿命化計画に引き続き、ストックマネジ
メント計画策定を実施し、老朽化した浄化センター
設備の計画的かつ効率的な維持管理を行い、設備の
延命化を図ります。

2. 老朽化の状況

全体総括

　播磨高原広域事務組合の下水道事業は、兵庫県企
業庁が施設整備を進めている播磨科学公園都市にお
いて、環境や水質の保全等を目的として先行的に事
業を行っている新都市であるため、施設建設費に多
額の費用を要した事が原因となり、汚水処理原価が
高い状況にありますが、兵庫県企業庁による積極的
な企業誘致活動及び事業展開が行われており、今後
は、現在の経営を維持し、将来の施設更新への対応
も含めた健全経営に取り組んでいきます。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

- 94.90 0.67 100.00 2,970

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

701 3.81 183.99 【】 令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　令和３年度においても、依然として社会情勢等の
影響による汚水処理人口の伸び悩み、節水型への移
行を原因とする処理水量の伸び悩みにより、計画通
りの収益を確保出来ていない状況にあります。

⑤経費回収率は、汚水処理人口の伸び悩み等により
計画どおりの使用料収入を確保出来ていないため、
低い水準にある。
⑥汚水処理原価は、施設の維持管理費や更新投資に
加えて、汚水処理人口の伸び悩み等による計画どお
りの処理水量を確保出来ていないため、高い状態に
ある。
⑦施設利用率は、施設整備を先行的に行っている
が、計画どおりの汚水処理人口が定着していないた
め、低い水準にある。

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

- - - ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Cd1 非設置

経営比較分析表（令和3年度決算）
兵庫県　播磨高原広域事務組合（事業会計分）

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例
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0.60

0.70

0.80

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.54 0.75

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 26.14 22.02 15.73 25.86 25.76

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 139.05 121.48 113.59 115.65 118.93

平均値 68.29 68.04 57.26 58.23 65.56

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 882.03 736.40 668.24 522.03 383.92

平均値 1,124.26 1,048.23 1,130.42 812.92 765.48

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 52.83 54.56 37.99 41.18 36.59

平均値 80.58 78.92 74.17 85.40 87.80

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 276.74 268.05 383.75 353.39 397.18

平均値 216.21 220.31 230.95 188.57 187.69

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 30.31 27.26 25.54 24.97 25.94

平均値 50.24 49.68 49.27 55.84 55.78

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 84.17 83.35 83.16 92.34 91.78

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【107.02】 【3.09】 【71.39】 【669.11】

【95.72】【59.99】【134.98】【99.73】

【38.17】 【6.54】 【0.24】



様式第２号（法適用企業・収益的収支）

前々年度 前年度 本年度

（決算） （決算見込） （令和５年度）

1. (A) 66,891 68,932 67,028 64,597 64,175 64,827 65,604 65,685 65,545 65,416 65,299 65,450

(1) 54,181 56,849 55,411 53,551 53,551 53,551 53,551 53,551 53,551 53,551 53,551 53,551

(2) 12,650 11,933 11,307 10,786 10,534 11,216 11,873 11,804 11,734 11,775 11,688 11,719

(3) (B)

(4) 60 150 310 260 90 60 180 330 260 90 60 180

2. 220,417 240,171 223,141 201,832 202,190 220,914 234,546 229,448 206,998 206,853 206,388 206,006

(1) 65,270 64,030 55,230 41,843 25,847 22,038 20,317 20,276 20,064 19,631 19,653 19,580

65,270 64,030 55,230 41,843 25,847 22,038 20,317 20,276 20,064 19,631 19,653 19,580

(2) 109,820 111,441 115,042 115,042 115,400 124,540 132,101 130,122 110,030 107,828 107,632 108,020

(3) 45,327 64,700 52,869 44,947 60,943 74,336 82,128 79,050 76,904 79,394 79,103 78,406

(C) 287,308 309,103 290,169 266,429 266,365 285,741 300,150 295,133 272,543 272,269 271,687 271,456

1. 265,879 298,522 282,886 261,667 262,332 279,106 292,201 287,487 264,749 264,366 263,954 263,786

(1) 28,331 29,148 29,504 29,693 29,804 29,983 30,535 30,676 30,727 30,844 30,650 30,752

15,786 15,354 15,431 15,560 15,626 15,748 16,079 16,179 16,209 16,294 16,132 16,208

12,545 13,794 14,073 14,133 14,178 14,235 14,456 14,497 14,518 14,550 14,518 14,544

(2) 90,811 121,796 104,885 83,923 83,923 83,923 83,923 83,923 83,923 83,923 83,923 83,923

6,979 10,473 11,766 11,766 11,766 11,766 11,766 11,766 11,766 11,766 11,766 11,766

8,074 18,874 11,576 7,533 7,533 7,533 7,533 7,533 7,533 7,533 7,533 7,533

3,862 2,578 2,510 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126

71,896 89,871 79,033 61,498 61,498 61,498 61,498 61,498 61,498 61,498 61,498 61,498

(3) 146,737 147,578 148,497 148,051 148,605 165,200 177,743 172,888 150,099 149,599 149,381 149,111

2. 21,429 10,581 7,283 4,762 4,033 6,635 7,949 7,646 7,794 7,903 7,733 7,670

(1) 10,135 6,893 3,904 1,718 1,525 4,077 5,239 4,973 5,096 5,204 5,121 5,034

(2) 11,294 3,688 3,379 3,044 2,508 2,558 2,710 2,673 2,698 2,699 2,612 2,636

(D) 287,308 309,103 290,169 266,429 266,365 285,741 300,150 295,133 272,543 272,269 271,687 271,456

(E) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F)

(G)

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(I)

(K) 66,891 68,932 67,028 64,597 64,175 64,827 65,604 65,685 65,545 65,416 65,299 65,450

　※　資金の不足が発生していない場合は、空白表示をしています。

（単位：千円、％）

投　資　・　財　政　計　画
（　収　支　計　画　）

　　区　分
年　度　　

収 入 計

支 出 計

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

減 価 償 却 費

支 払 利 息

そ の 他

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

そ の 他

職 員 給 与 費

経 費

(N)
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 出 し た

事 業 の 規 模

((L)/(N)×100)
健全化法第22条により算出した

資 金 不 足 比 率

(L)
健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 出 し た

資 金 の 不 足 額

(M)
健 全 化 法 施 行 規 則 第 6 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

(A)-(B)営 業 収 益 - 受 託 工 事 収 益

資 金 不 足 の 比 率

地 方 財 政 法 に よ る
((J)/(K)×100)

特 別 利 益

特 別 損 失

(C)-(D)経 常 損 益

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

(E)+(H)当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

(F)-(G)特 別 損 益

受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収

益

的

収

支

地方財政法施行令第15条第1項により算出した

×100)
(A)-(B)

(I)
(累 積 欠 損 金 比 率

(J)
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

使 用 料 収 入

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入



様式第２号（法適用企業・資本的収支）

前々年度 前年度 本年度

（決算） （決算見込） （令和５年度）

1. 2,800 28,300 54,200 144,100 71,800 19,700 19,700 10,900 10,900

2.

3.

4.

5.

6. 14,613 29,000 44,556 83,041 220,795 110,004 14,612 30,250 30,250 16,775 16,775 14,612

7.

8. 60,913 65,781 41,623 9,318

9.

(A) 75,526 97,581 114,479 146,559 364,895 181,804 14,612 49,950 49,950 27,675 27,675 14,612

(C) 75,526 97,581 114,479 146,559 364,895 181,804 14,612 49,950 49,950 27,675 27,675 14,612

1. 36,682 63,001 93,135 154,181 404,701 203,330 32,621 58,467 58,537 34,109 34,183 32,975

2,901 2,956 3,009 3,070 3,138 3,203 3,267 3,333 3,400 3,462

2. 82,276 80,010 63,044 39,111 13,442 13,206 13,677 13,941 14,543 15,552 15,428 15,941

3.

4.

5.

(D) 118,958 143,011 156,179 193,292 418,143 216,536 46,298 72,408 73,080 49,661 49,611 48,916

1. 40,097 39,703 33,513 33,008 16,753 16,550 29,029 17,458 18,130 19,214 19,164 31,647

2.

3.

4. 3,335 5,727 8,187 13,725 36,495 18,182 2,657 5,000 5,000 2,772 2,772 2,657

(F) 43,432 45,430 41,700 46,733 53,248 34,732 31,686 22,458 23,130 21,986 21,936 34,304

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 208,240 131,030 96,286 111,375 242,033 300,627 286,950 292,709 297,866 293,214 288,686 272,745

前々年度 前年度 本年度

（決算） （決算見込） （令和５年度）

77,920 75,963 66,537 52,629 36,381 33,254 32,190 32,080 31,798 31,406 31,341 31,299

23,095 22,468 20,742 19,269 17,488 18,272 19,234 19,055 18,940 19,019 18,867 18,864

54,825 53,495 45,795 33,360 18,893 14,982 12,956 13,025 12,858 12,387 12,474 12,435

77,920 75,963 66,537 52,629 36,381 33,254 32,190 32,080 31,798 31,406 31,341 31,299

そ の 他

補
填
財
源

(E)-(F)補 填 財 源 不 足 額

31,686
資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に

不 足 す る 額
(D)-(C)

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 済 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

34,30443,432 45,430 41,700 46,733 53,248 34,732 22,458 23,130 21,986

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債

計

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

(B)

投　資　・　財　政　計　画
（　収　支　計　画　）

（単位：千円）

年　度　　
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和14年度

　　区　分
令和13年度令和12年度

他 会 計 借 入 金 残 高

計

(E)

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

企 業 債 残 高

年　度　　
令和６年度

（単位：千円）○他会計繰入金

令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度
　　区　分

令和７年度 令和８年度

21,936

資

本

的

収

支

他 会 計 借 入 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

資

本

的

支

出

う ち 建 設 利 息

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

資

本

的

収

入

支 出 の 財 源 充 当 額

(A) の う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

(A)-(B)純 計

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金


